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An impact assessment of a risk of water-related disaster under a changing climate has been highly

concerned recently. For the assessment, it is important to examine a change of the magnitude of inundation

disasters as well as that of flow regime under various climate conditions. To make an ensemble assessment

of the magnitude of inundation disaster, systematic and computational cost-effective simulation is required.

In this research, a flood-inundation model which nests a distributed rainfall-runoff model and is applicable

to any part of a basin was developed. The developed model was successfully applied to the Shirakawa

River catchment in Kyushu, Japan.
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1. はじめに

近年，気候変動が河川流況・水資源に与える影響が
懸念されている．これまで気候変化による将来気候の
変化を分析・予測する研究が数多く行われ，また，気
候変化が洪水流量や渇水流量などの流況に与える影響
を分析する研究が進められている 1) 2) 3) 4)．こうした
流況変化の分析を水災害リスクの影響分析につなげる
ことは重要であり，そのためには河川流況とともに氾
濫規模の変化を分析することが必要となる．特に，不
確かさを考慮した様々な外力設定やモデル設定のもと
で多数の流出・氾濫シミュレーションを実施するため
に，流量計算から氾濫計算までを効率的に高速に演算
できるシミュレーションモデルが必要となる．
そこで本研究では，流量から氾濫規模までを一体的

に高速に計算するネスティング型の分布型流出・氾濫
一体型モデルを構築した．氾濫計算では，降雨流出計
算も含めた解析手法として川池ら 5)や秋山ら 6)などに
よって提案されたモデルが従来用いられてきた．最近
は，佐山ら 7)が開発したRRIモデルのように流域全体
で降雨流出から氾濫計算までを連続的に行うモデルも
開発・適用されている．ただし，わが国のように大規模
氾濫が発生する領域がある程度限定できる場合は，流
域すべてを一体型モデルで解くのではなく，流域の一
部のみを選択して氾濫計算を実施できると効率がよい．
一般に，氾濫計算は流出計算よりも高い空間分解能が
求められる．氾濫計算では，異なる破堤条件や境界条
件を設定した複数のシナリオを用意し，それらの条件

での計算を多数実施して，氾濫域の広がりを評価する
ことが重要である．境域を限定した高分解能の氾濫流
モデルを分布型流出モデルにネスティングすることに
より，これを実現することが可能である．佐藤ら 8)は，
極値降水量を入力として日本全域の河川流域で 2次元の
氾濫計算を実施し浸水被害を定量的に評価しているが，
空間分解能は 1kmであり，わが国の都市域の氾濫を予
測するためにはより高い空間分解能が望まれる．本研
究では，まず 30秒 (約 1km) 空間分解能で流域全体の
降雨流出計算を行う分布型流出モデル 1K-DHM 9) を
構築し，流域の任意の一部の領域を選んで流出計算を
ネスティングして 3秒 (約 90m)空間分解能で河道流・
氾濫流計算を行うモデルを開発した．開発したモデル
を熊本県白川流域 (480km2)に適用し，2012年の九州
北部豪雨を対象に流量および氾濫規模の再現計算を行
い，モデルの妥当性を検証した．

2. 分布型流出モデルの構成

まず，河道流・氾濫流モデルがネスティングする降
雨流出モデルについて述べる．降雨流出モデルは分布
型流出モデル 1K-FRM 1) と，1K-FRMをもとに開発
した 1K-DHMを用いる．1K-FRMは，HydroSHEDS
10)により提供される標高および流下方向データを用い
て河道流を 1次元のキネマティックウェーブモデルに
よって計算するモデルであり，モデルパラメータは等
価粗度と河道幅の 2つである．このモデルは表面流に



よる河道流追跡計算を念頭に置いている．1K-FRMは
各グリッドでの河道流追跡計算を並列化しているため，
高速に流れを計算できるという特徴がある．
一方，1K-DHMは 1K-FRMと同じ枠組みで流れの

流量流積関係式を拡張したモデルである．1K-DHMは
流域を斜面グリッドと河道グリッドに分け，斜面グリッ
ドでは不飽和・飽和中間流・地表面流を考慮したキネ
マティックウェーブモデル 11)，河道グリッドでは地表
面流型のキネマティックウェーブモデルによって流れを
計算している．本研究で開発した河川流・氾濫流モデ
ルは 1K-DHMおよび 1K-FRMのどちらもネスティン
グすることができる．

3. 河道流・氾濫流モデルの構成

分布型降雨流出モデルの空間分解能は 30秒 (約 1km)

であるが，氾濫流計算では氾濫規模を表現するために
より細かい空間分解能が必要となるため，全球の地形
データを提供するHydroSHEDSの中で最も空間分解能
の高い 3秒 (約 90m) メッシュで氾濫流計算を行うモデ
ルを構築した．このモデルは，降雨流出モデルで計算
された流量を受け取って，河道流計算と氾濫流計算を
降雨流出計算の 10分の 1の空間分解能で行う．氾濫域
の中で河道がある部分を河道グリッド，それ以外の部
分を氾濫域グリッドとし，河道グリッドでは 1次元で
河道流計算行い，氾濫域グリッドでは 2次元で氾濫流
計算を行う．
氾濫水深および下流の河川流量を正確かつ高速に計

算するために，Bates et al.12)によって提案された局所
慣性方程式を流れの計算に用いた．局所慣性方程式は
移流項のみを無視した運動式であり，これを連続式と
組み合わせて流れを追跡する．河道では以下の 1次元
の運動式および連続式を用いる．
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ここで，Qは流量，Aは通水断面積，hは水深，z は
河床高，gは重力加速度，nはマニングの粗度係数，R

は径深である．流量Qと水深 h (通水断面積A)はスタ
ガード格子状に定義する．また，これらを解くために
は Aと hの関係が必要となるが，ここでは矩形断面を
仮定し，A = Bhとした．B は河道幅である．
局所慣性方程式は流量の時間変化の項を考慮するこ

とによって，拡散波方程式での水面勾配の振動から生
じる流量計算の不安定性を軽減する 12)．そのため拡散
波方程式に比べて計算が安定し，時間ステップを大き
くとることができる 12)．さらに Bates et al.は，この
局所慣性方程式を差分化する際，まず運動式を差分化
して時刻 tでの通水断面積 At，水深 ht および流量 Qt

のみから時刻 t + ∆tでの流量 Qt+∆t を求め，次に連
続式を差分化して時刻 tでの通水断面積Atおよび時刻

t+∆tでの流量Qt+∆tから時刻 t+∆tでの通水断面積
At+∆tおよび水深 ht+∆tを求めている 13)．このように
支配方程式を陽解法で解くため，繰り返し計算を必要
としない．以上のように，局所慣性方程式は拡散波方
程式よりも高速かつ安定に流れの計算を行える．
氾濫域では，以下の (3)式，(4)式のように移流項を

除いた運動式を x,y方向に立てて，(5)式に示す連続式
と組み合わせて 2次元で洪水流の拡散を追跡する．
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qx，qy はそれぞれ x方向，y方向の単位幅流量である．
氾濫流計算の移流項は，安田ら 14) や Hunter et al.15)

によってその影響が運動式の他の項に比べて小さいこ
とが理論的に示されており，(3)式，(4)式を用いても
十分な解析が可能と考えられる．河道と氾濫域の水の
流出入については，佐山ら 7)を参考に，河道と氾濫域
の水位によって段落ち式または越流公式を適用した．

4. 河道流・氾濫流モデルによる 1K-DHM のネ
スティング

前節までのモデル化によって，降雨流出モデルおよ
び河道流・氾濫流モデルを開発した．次に，3秒空間分
解能の河道流・氾濫流モデルを用いて 30秒空間分解能
の降雨流出モデルをネスティングする．本研究のネス
ティングでは，まず降雨流出モデルを流域全体に適用
して任意の地点の河川流量を計算し，計算結果を保存
する．次に，計算した河川流量を選択した任意の境界
で河道流・氾濫流モデルに受け渡し，河道流・氾濫流
計算を開始する．
一般に，河道の下流域に氾濫原が拡がっていること

が多いため，例えば図-1のように，流出計算の格子と
適合する形で流出計算域の下流域の一部を河道流・氾
濫流計算域として設定する．図-1 (上) の青い四角に降
雨流出モデルの河道グリッド，黄色い四角に河道流・氾
濫流モデルの河道グリッドを示す．両モデルの境界 (赤
線) 右側の青いグリッドでの河川流量の計算値Quを境
界に接する左側の黄色いグリッドに与える．また，流
出モデルで計算された斜面グリッドから河道グリッド
への流出量は，河道流・氾濫流モデルの河道グリッド
で側方流入量として与える．具体的には図-1 (下) に示
すように，流出モデル内で斜面グリッドから河道グリッ
ドへと流下するところで，斜面グリッドからの流出量
計算値Qr を流出モデルの河道グリッド内部の河道流・
氾濫流モデルの河道グリッドの数 (図-1 (下) では左側
の青いグリッドに含まれる黄色いグリッドの数 10) で
等分し，各河道グリッドに受け渡す．河道グリッドで
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図-1 降雨流出モデル 1K-DHMと河道流・氾濫流モデルの関
係 (青: 1K-DHMの河道の格子サイズ，黄色: 河道流・
氾濫流モデルの河道の格子サイズ，赤線: 境界，拡大図:

1K-DHMの斜面グリッドからの流出量の河道流・氾濫
流モデルへの受け渡し)

の下端の境界条件は，潮位または適切な水位を与える．
降雨流出計算と河道流・氾濫流計算で河道の格子サ

イズは異なるが，河道流の計算はどちらも 1次元で行っ
ており，河道幅はどちらもパラメータとして与えるた
め，図-1中の赤い境界線に隣接する青いグリッドと黄
色いグリッドはどちらも同じ河道幅をもつ．また，30

秒格子の地形データは 3秒格子の地形データから作成
されているため，河道の位置がずれることはない．そ
のため，流域の上流から下流までの任意の地域を切り
取ってネスティング計算を行うことができる．図-1で
は流域下流部を例に取ったが，図-2に示すような流域
の中流域で氾濫が考えられる場合，降雨流出モデルで
計算した流量 Qu を河道流・氾濫流モデルに受け渡し，
河道流・氾濫流計算を行ったのち，下流境界の流量Ql

を逆に降雨流出計算に受け渡して降雨流出計算を引き
続き行うことも可能である．

5. 流出・氾濫一体型モデルの実河川への適用

(1) 対象流域および対象イベント
開発したネスティングモデルを熊本県白川流域

(480km2) で構築し，モデルの有効性を検討した．流

流量 Qu

流量 Qu

流量 Ql

図-2 流域中流部をネスティングする場合の概念図 (青: 1K-

DHMの河道の格子サイズ，黄色: 河道流・氾濫流モデ
ルの河道の格子サイズ，赤: 河道流・氾濫流計算領域の
境界線．）右上から左下に流下する．

量に加えて氾濫規模を評価するために，九州各地で甚
大な被害をもたらした 2012年 7月の九州北部豪雨を対
象とし，特に大きな被害を受けた一級河川白川を対象
流域とした．梅雨前線性の豪雨であった九州北部豪雨
は，白川水系の流域面積の 8割を占める阿蘇カルデラ
内において 100mm前後の時間雨量を 4時間観測する
など，記録的な大雨となった 16)．白川流域の全体図を
図-3 (上) に示し，流域内で浸水が発生した地域を図-3

(上) に青い四角で示す．今回は河道流・氾濫流モデル
の有用性を検証するため，白川流域の中でも浸水が広
範囲 (2059.8ha) に発生した白川流域上流部の黒川流域
17) (北東部の四角の地域) を再現計算の対象とした．ま
た，再現する流量の観測値は国土交通省の立野地点，妙
見橋地点および九州電力 (株) の黒川第一発電所への流
入量を用いた．図-3 (下) に白川上流域の模式図と観測
所の位置を示す．白川の上流域を図中の水色の領域に
示し，モデル上で集水面積が閾値を越える河道グリッ
ドで形成される河道網を赤い線に示す．流量の観測地
点はそれぞれ黒い四角に示す．

(2) 白川流域へのモデルの適用
4.で述べたように，本研究で開発した流出・氾濫一

体型モデルは流域の上流から下流まで任意の領域で降
雨流出計算をネスティングすることができる．ここで
は流域の上流域で氾濫計算を行ったが，対象流域が小
さいため今回の適用では流出計算も 3秒メッシュで実
施した．そのため，側方流入量は図-1 (下) で 10等分
した降雨流出モデルによる斜面グリッドからの流入量
を 1等分，すなわちそのまま与えた．具体的には図-4

で，3秒メッシュの 1K-DHMで計算された青い斜面グ
リッドからの流出量を，河道流・氾濫流計算の黄色い河
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図-3 上：白川流域全体図 (青い四角：浸水域），下：白川上
流域の観測地点 (水色の領域：立野地点上流の白川流域，
黒い四角: 流量観測所，赤丸: 地点雨量観測所)

3s

図-4 白川流域での降雨流出計算から河道流・氾濫流計算へ
の受け渡し

道グリッドに受け渡した．差分計算の時間間隔は，降
雨流出モデルで 600秒，河道流・氾濫流モデルでは 5

秒である．また，河道流・氾濫流計算の下端の境界条
件は立野地点の水位観測値を与えた．
地形データは降雨流出モデルではHydroSHEDSの提

供する標高および流下方向データを与えた．また，河
道流・氾濫流モデルではより詳細に氾濫状況を表現す
るために，高さ 1m分解能の HydroSHEDSではなく，
高さ 10cm分解能をもつ 10mメッシュの基盤数値情報
のデータを 3秒メッシュ間隔に補正して用いた．

(3) 流量の再現計算
流量の計算結果を示す．流出モデルのパラメータは過

去 10年間で 2012年に次いでピーク流量が大きく，か
つ氾濫が発生していない 2007年 7月の梅雨前線による
降雨イベントを対象として，立野地点での観測流量を
与えて SCE-UA法 18) によって同定した．同定した立
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図-6 2007年 7月 6日～2007年 7月 7日の妙見橋地点の観
測流量と再現計算による計算流量の比較 (赤: 観測流量，
緑: 計算流量)

表-1 降雨流出モデルのパラメータ 11)

パラメータ 値
等価粗度 n[m−1/3/s] 0.1456

飽和透水係数 ka[m/s] 0.0017

土層厚 da[m] 1.3143

土層厚 ds[m] 0.9867

透水係数比 β[−] 7.8670

野地点でのハイドログラフを図-5に示す．降雨初期の
観測流量が少し過大に算定されているものの，おおむ
ね結果が一致していることがわかる．Nash指標は 0.96

となった．同定されたパラメータによる妙見橋地点の
再現計算の結果を図-6に示す．妙見橋地点でも高い再
現性を示していることがわかる．Nash指標は 0.95と
なった．同定したパラメータを表-1に示す (パラメー
タの意味は文献 11) 参照）．
次に，同定したパラメータを用いた 2012年 7月 12

日の妙見橋地点での再現計算結果を図-7に示す．2012

年の九州北部豪雨では，黒川流域で広範囲にわたり浸
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図-7 再現期間 (2012年 7月 12日) の妙見橋地点の観測流量
と計算流量の比較 (赤: 観測流量，青: 計算流量)

水被害が発生したため，流量の再現性は浸水被害の発生
していない阿蘇カルデラ南部の妙見橋地点で確認した．
観測流量は，流量観測による観測値を用いた．図-7か
ら，計算流量は観測流量を再現していることがわかる．
降雨データは，図-3中に赤い丸で示した熊本県の阿蘇
土木地点，久木野地点，高森地点の地点雨量データお
よび国交省の色見地点，新町地点，湯ノ谷地点，坊中
地点の地点雨量データを用いてティーンセン法によっ
て作成した．

(4) 氾濫規模の再現計算
次に氾濫計算の再現結果を示す．2012年 7月 12日の

降雨流出計算で得られた斜面グリッドからの流出量を
河道流・氾濫流モデルの河道グリッドに与えて河道流
計算を行った．河道断面をもとに設定した堤防高より
も河道または氾濫域の水位が高くなった場合に，越流
公式によって河道と氾濫域の流量のやり取りを行うも
のとした．図-8に示す白三角の地点では破堤があった
ことが報告されている 17)．そこで，その地点での越流
開始時刻に破堤箇所に位置する河道グリッドの堤防高
をグリッド幅にわたって 0mとした．等価粗度は，河道
では河道水位の計算値が観測値に合うように 0.055と
した．また，氾濫域では実測データに合うように同定
するのは難しいため，0.06とした．
黒川流域の浸水域の実測値を図-8，氾濫計算による

最大浸水深分布を図-9にそれぞれ示す．浸水域の傾向
はおおむね一致し，浸水面積も実測値が 20.59km2，計
算結果が 21.38km2となり，おおむね再現していること
がわかる．図-8中の浸水域に黄色で示す地点の最大浸
水深の計算値も，筆者らが現地で確認した高さと整合
する．また，最大浸水深が比較的大きい地域はおおむ
ね遊水地の設置されている地域に一致した．
立野地点および黒川第一発電所の観測流量，計算流

量 (降雨流出モデルのみを用いた場合と河道流・氾濫流
モデルを用いた場合) をそれぞれ図-10および図-11に
示す．観測流量は妙見橋地点と同様に，両地点とも流
量観測値を用いた．降雨流出モデルで計算した計算流

1.0m ~ 1.2m

2kｍ

図-8 2012年 7月 12日の黒川流域の浸水域 (文献 17) より）．
赤い領域：浸水域．黄色い丸の地点の水深は筆者ら確認．
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図-9 モデルによる最大浸水深分布の計算結果
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図-10 再現期間 (2012年 7月 12日) の立野地点の観測流量
と計算流量の比較 (赤: 観測流量，緑: 計算流量 (氾濫
なし），青：計算流量 (氾濫あり））

量は氾濫を考慮していないので，観測流量を過大算定
しているが，河道流・氾濫流モデルで計算した流量は
氾濫によるピーク時刻付近の流量の低減および，氾濫
水の戻りによる流量の回復が再現することができた．
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図-11 再現期間 (2012年 7月 12日) の黒川第一発電所地点
の観測流量と計算流量の比較 (赤: 観測流量，緑: 計算
流量 (氾濫なし），青：計算流量 (氾濫あり））

6. おわりに

本研究では，様々な条件での多数の氾濫計算を，高
空間分解能でかつ効率的に実施するために，分布型流
出モデルの計算結果を流域の一部の任意の領域でネス
ティングして河道流・氾濫流計算を行うモデルを構築し
た．構築したモデルは，安定して高速に計算を行う局
所慣性方程式を流れの計算に導入し，また降雨流出モ
デルをネスティングすることで，流域の上流域から下
流域までの任意の領域での氾濫計算を可能にした．開
発したモデルを白川流域に適用した結果，流量および
氾濫規模を再現した．
今後は都市域などの水害に脆弱な地域に本モデルを

適用して気候変動による水害リスクの影響評価を行お
うと考えている．これを都市域に対して行う場合には，
土地利用に大きく影響を受ける粗度係数などのパラメー
タを土地利用情報をもとに面的に取り込む必要がある．
また，建物による建ぺい率も高いため，佐藤ら 8)で用
いられていた抗力係数などの家屋の影響を考慮するパ
ラメータも導入する必要がある．今後は，様々な条件
下での多数の氾濫計算をもとに気候変動による氾濫規
模の影響を確率的に評価する予定である．

謝辞：本研究を進めるにあたり，熊本県から水文デー
タや氾濫に関する資料を提供いただくとともに，現地
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